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部局長とＰＴの議論資料
【事務事業】

	項目名
	【主要検討項目２５】府営住宅（建替え、管理等）

	部局の考え方
	【ＰＴ案】

２　見直し内容

　②府営住宅整備基金（府営住宅用地の売却益を将来の整備財源とするため積立）を活用し、計画修繕は、現状の実施規模を維持（一般財源の２０％相当（３億円））

③建替えについては、全庁方針に沿って▲２０％とするが、初年度効果僅少（債務工事が大半）のため、２０年度は府営住宅整備基金を充当（一般財源の２０％相当（４億円））
【部局の考え方】

＜府営住宅整備基金の充当について＞

　○建替事業による余剰地処分金を、府営住宅の用地取得や整備に活用する目的で積立て。
　○府営住宅用地は、国庫補助を受けて取得。補助金適正化法等の制約により、処分金の使途は、府営住宅の用地取得や整備に限定。（個別改善事業等への充当は可能）
○処分金は、Ｈ２７までの耐震化に必要な財源としてすべて充当する前提で計画。
○財源は限られるため、事業を限定して実施。（耐震改修の地方債・一般財源、民活事業の一般財源）
＜計画修繕、建替えにおける府営住宅整備基金の活用＞

○計画修繕は、限界周期を超えており、現状実施規模の維持が必要。

○ＰＴ試案を踏まえ、計画修繕に基金を一定額充当。
○充当後の基金残額は希少となり、建替えへの充当は困難。事業量の縮減により対応。

	参考データ等
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高層住宅の耐震改修事業





府営住宅整備基金の活用（耐震改修の地方債・一般財源相当）
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耐震性の低い中層住宅
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